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海外子会社の解散および清算海外子会社の解散および清算海外子会社の解散および清算海外子会社の解散および清算に関するお知らせに関するお知らせに関するお知らせに関するお知らせ    
 
株式会社ケンウッド（社長：河原春郎、本社：東京都八王子市）は、平成17年5月20日に発表の平成17年3月期決算短

信（連結）で既に記載した通り下記の海外子会社の閉鎖を進めてまいりましたが、本日開催した当社取締役会において、

下記の海外子会社の解散および清算手続きの開始を決定いたしましたのでお知らせします。 
 

記 
１．１．１．１．    KenKenKenKenvvvvonononon，，，，LLCLLCLLCLLC社社社社、、、、KNTKNTKNTKNT，，，，LLCLLCLLCLLC社社社社、、、、KenKenKenKenttttealealealeal，，，，LLCLLCLLCLLC社社社社およびおよびおよびおよびK&SK&SK&SK&S，，，，LLCLLCLLCLLC社社社社の解散および清算手続開始の解散および清算手続開始の解散および清算手続開始の解散および清算手続開始    

    
① 解散および清算手続開始の理由 

 Kenvon，LLC 社、KNT，LLC 社、Kenteal，LLC 社および K&S，LLC 社は、平成 9 年から 12 年にかけて米国

で小売店舗として、当社米国販売子会社ケンウッド USA 社（以下 K－USA 社）とその販売をサポートするセールス・リ

プレゼンタティブ（販売代行会社）との合弁で設立された K－USA 社の子会社（当社の孫会社）であります。 
 
 昨年来より取り組んでいる米州販売体制の強化の一環として K－USA 社の体質強化を行うとともに、事業構造改革

にともなって不採算体質となった米国アウトレット販売向けの上記関係会社を今回清算手続きを開始し、過去の「負の

遺産」の一掃をはかることといたしました。 
 
② Kenvon，LLC 社、KNT，LLC 社、Kenteal，LLC 社および K&S，LLC 社の概要 
（１）商号 Kenvon、LLC KNT、LLC 

（２）代表者 Jule Von Sternberg Jim Durnal 

（３）所在地 4007 Bergenline Avenue 2340 E. Trinity Mills Road, #300 

  Union City, NJ  07087 Carrollton, TX  75006 

（４）設立年月日 1998 年 4 月13 日 2000 年 6 月1日 

（５）資本の額 US$10,000 US$10,000 

（６）株主構成 K-USA 51％、The OVS Partnership 49％ K-USA 51％、Kensun、LLC 49％ 

   

（１）商号 Kenteal、LLC K&S、LLC 

（２）代表者 James H. Teal Marcus Sorenson 

（３）所在地 6624 Dawson Blvd., #31 14134  E. Firestone Blvd. 

  Norcross, GA  30093-1050 Santa Fe Springs, CA  90670-5810 

（４）設立年月日 1998 年11月 4 日 1997 年 6 月 9 日 

（５）資本の額 US$10,000 US$10,000 

（６）株主構成 K-USA 51％、THL、LLC. 49％ K-USA 51％、C.M. Sorenson Co.,Inc. 49％ 

K－USA 社は、当社 100%出資の子会社であります。 
 
③ 日程 

平成17年12月清算結了予定 （Kenvon，LLC社、KNT，LLC社、Kenteal，LLC社およびK&S，LLC社とも） 
 

会 社 名 株 式 会 社 ケ ン ウ ッ ド 
代 表 者 名 取 締 役 社 長 河原  春郎 

（コード番号 6765 東証 第一部） 
問 合 せ 先 株式法務室長 和久  雅宣 
 （TEL 0426-46-6724） 



 

    
    

２．当社連結業績への影響２．当社連結業績への影響２．当社連結業績への影響２．当社連結業績への影響    
  前記１に記載の海外子会社４社は、既に業務を停止ないし縮小していることから、本件に係る損失処理は、ほぼ前期

で終了しており、今期への影響は軽微であります。 
 

 
 

以上 
 
 
 
【ご注意】【ご注意】【ご注意】【ご注意】 
本文は、当社グループに関する情報を一般に公開するための記者発表文であり、投資勧誘を目的に作成されたものではありませ

ん。本記者発表文は、米国における証券の募集を構成するものではありません。1933年米国証券法に基づいて証券の登録を行うか、

または登録の免除を受ける場合を除き、米国において証券の募集または販売を行うことは許されません。 


